
注：◎は新規施策分
○は大幅増額分
（　　　）は累計額

単位：千円

１．キウイフルーツかいよう病被害への緊急対策 ３７，４４３

◎ キウイフルーツかいよう病拡散防止緊急支援事業費（農林水産部　農産園芸課）
２７，２６７

生産量日本一のキウイフルーツ産地を守るため、感染予防施設の整備を支援し、
新系統かいよう病の拡散防止を図る。

事業主体 市町
事業実施主体 ＪＡ、生産者組織
整備内容 防風ネット、雨よけハウス
負担区分 県1/3（市町1/3　JA等1/3）

◎ キウイフルーツかいよう病対策資金利子補給費補助金（農林水産部　農業経済課）
１７６

新系統かいよう病の被害農業者の経営再建を支援するため、被害農業者の借入資金に対し
市町とともに利子補給を行う。

借入資格者 新系統キウイフルーツかいよう病の被害農業者で要件を満たす者
り災証明を市町から受けている者
果樹共済への加入が見込まれる者

対象資金 農林漁業セーフティネット資金（（株）日本政策金融公庫）
資金使途 経営再建に必要な資金
融資枠 3億円
貸付限度額 600万円
償還期限 10年以内（うち据置3年以内）
利子補給率 0.55％（県0.275％　市町0.275％）

基準金利0.55％　貸付利率0.0％
利子補給期間 26～37年度
債務負担額 貸付総額3億円を限度として、年0.275％の利率により算定した額

◎ キウイフルーツかいよう病拡散防止技術開発費（農林水産部　農産園芸課）
１０，０００

病原性が強い新系統かいよう病の発生原因を究明するとともに、診断技術の高度化や
効果の高い防除技術の検討等を緊急的に実施する。

実施機関 県農林水産研究所（代表機関）、（独）農研機構果樹研究所
福岡県農林業総合試験場、佐賀県果樹試験場　ほか

内容 発生原因の究明と拡散要因の調査、診断技術の高度化
防除技術に関する情報収集、まん延防止緊急対応マニュアルの策定

実施期間 26年度
負担区分 国10/10

　３

平成２６年度６月補正予算について

　１

　２
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２．実需の追求など重要課題への対応強化 １，６１６，９１５

（１）経済・雇用対策の推進 ４３５，６９４

◎ えひめ戦略産業雇用創造プロジェクト事業（１２事業） １４５，１９５

「衣・食・住」関連分野など競争力の高い産業を重点的に支援する「えひめ戦略産業
雇用創造プロジェクト」を展開し、質の高い安定的な雇用の創出を図る。

雇用創出数 26年度45人
事業期間 26～28年度
負担区分 国8/10　県2/10（又は事業主体2/10）

えひめ戦略産業雇用創造協議会運営事業費（経済労働部　労政雇用課）
６，１２２

えひめ戦略産業雇用創造協議会の運営（年2回）
構成 県、経済団体、労働者団体、大学、金融機関　など

企業向け説明会の開催（東・中・南予　各1回）
プロジェクトマネージャー（1人）、プロジェクト推進員（1人）の設置

若年者地域雇用マッチング事業費（経済労働部　労政雇用課） ２５，９２２

人材ニーズ把握や就職支援機関との情報共有、企業が求める人材育成のための実践的
研修を実施し、若年求職者と企業とのマッチングを促進する。

事業内容 基礎研修（OFF-JT）：無給1か月
技能研修（OJT）：有給3か月（研修受入先企業が支給）

対象者 24人
委託先 人材派遣会社

今治タオルものづくり人材力強化事業費（経済労働部　労政雇用課）
５，４３１

高品質なタオル製造に不可欠な整経工を育成するため、就労希望者に対する職業訓練等を
実施する。

事業内容 職業訓練（整経工3か月、染色分野整経工2か月）
整経工育成支援システム（技能評価検定制度）の策定

委託先 四国タオル工業組合

繊維関連企業ブランディング人材育成支援事業費（経済労働部　産業創出課）
４，７５０

今治タオルの企業ブランド力を高めるため、商品企画から販路開拓、プロモーションまでの
全体を管理できる企業ブランドマネージャーの育成を支援する。

企業ブランディング人材育成ワークショップの開催（年6回）
対象 県内繊維関連企業5社程度
委託先 企画デザイン会社

テストマーケティングの実施（出展企業が全額負担）

　４

　５

　６

　７
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海外向け加工食品等商品開発・改良事業費（経済労働部　産業政策課）
１１，１９１

加工食品等の海外展開を推進するため、既存商品をベースにした海外向けの商品開発等
を支援する。

商品開発・改良補助事業
対象 県内の加工食品・飲料製造企業4社（補助上限　1社当たり2,468千円）
補助率 国8/10

販売活動促進事業
開発・改良商品の商談会出品等への支援

機能性食品等開発・販路開拓事業費（経済労働部　産業創出課） ７，９２０

県内食品産業の活性化を図るため、機能性成分を生かした食品等の開発及び
生産・販売システムの確立に取り組む。

素材等の発掘・評価、加工技術開発
実施機関 県食品産業技術センター、愛媛大学

生産・販売システムの確立
コーディネーター（1人）の設置、専門家派遣

首都圏販路開拓フォローアップ事業費（経済労働部　産業政策課）
１７，７８５

首都圏での大型展示会に出展した企業等の販路開拓を支援するため、展示会後の
フォローアップを強化する。

支援体制 首都圏コーディネーター（4人）、サブコーディネーター（1人）の設置
営業員の育成

対象 県内企業3社（各1人）
期間 26年11月～27年3月（5か月）

支援企業選定のための審査会の開催（年1回）

戦略的海外販路開拓事業費（経済労働部　産業政策課） ２９，８７２

海外での更なる販路開拓に向け、市場のニーズ等の把握や企業の掘り起し、商談会等の
開催を積極的に展開する。

新たな有望マーケットの発掘
市場ニーズの把握・分析、物流ルートの効率化検討

海外ビジネスに取り組む企業の掘り起し
事業内容 県内食品加工メーカーの企業情報等のデータベース化
委託先 県産業貿易振興協会

東アジア等での商談会等の開催

愛媛の酒販路拡大事業費（経済労働部　経営支援課） ６，３２３

愛媛の地酒の販路拡大を図るため、欧州への輸出及び国内営業等の活動を支援する。
対欧州等販路開拓事業

有名和食レストラン等での試飲・販売プロモーションの実施
商談会の開催　など

販路開拓サポーター設置事業
事業内容 県と連携したプロモーション活動、海外市場等の情報提供

首都圏等での営業活動　など
委託先 県酒造協同組合

１０

１１

１２

　９

　８
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地域資源活用型企業立地促進事業費（経済労働部　企業立地課）
１６，００９

南予地域への食品関連企業の立地を促進するため、意欲のある企業の人材育成や
加工技術研究開発を支援する。

専門人材の育成
実施主体 地域資源活用型企業立地促進協議会（仮称）
事業内容 研修生（5人）への専門技術研修
補助率 国8/10

加工技術の開発
企業ニーズに沿った加工技術の研究開発

県産材販路開拓・製品増産支援事業費（農林水産部　林業政策課）
７，３５６

県産材の需要拡大に向け、新規販路の開拓や高品質な製品の増産支援を行う。
販路開拓支援事業

事業内容 首都圏や東北地方における県産材の販路開拓
委託先 県産材製品市場開拓協議会

県産材製品増産支援事業
実施主体 県産材製品市場開拓協議会
事業内容 県が開発した木材乾燥技術の普及啓発
補助率 国8/10

高機能素材活用産業創出プロジェクト推進事業費（経済労働部　産業創出課）
６，５１４

高機能素材メーカーが県内に立地していることを生かし、炭素繊維等を活用した
新製品開発等に取り組むものづくり企業の創出・集積化を促進する。

高機能素材メーカーと県内ものづくり企業とのマッチング促進
コーディネーター（1人）の設置

新製品開発の促進
研究開発アドバイザーの招へい

◎ 愛顔のえひめ「すごモノ」フェア開催事業費（経済労働部　観光物産課）
１８，２４９

「すごモノ」データベースを活用して首都圏で展示販売会・商談会を開催し、
本県が誇る伝統的特産品等の販路拡大を図る。

愛顔のえひめ「すごモノ」フェア（仮称）の開催
時期 9月又は10月の3日間
場所 首都圏の大規模集客施設

○ ６次産業化活動支援事業費（農林水産部　農政課） ２７２，２５０

農林漁業者等の6次産業化を推進するため、加工施設・機械の整備を支援する。
事業実施主体 （株）佐田岬の鬼
事業内容 釜揚げしらす殺菌パック加工施設・機械
補助率 国1/2

１６

１７ (321,789)

１３

１４

１５
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（２）観光・交流の推進 ４４，８３３

◎ 瀬戸内しまなみ海道自転車道無料化事業費（土木部　道路建設課）
４，６９８

しまなみ海道の知名度向上やサイクリングを中心とした観光客誘致のため、しまなみ海道
自転車道通行料金の無料化実施に併せて利用促進を図る。

無料化に伴う減収補填
負担区分 本四高速1/2　地方1/2（県1/8　今治市1/8　広島県1/4）
補填見込額 26年度　15,000千円（県負担額　1,875千円）

利用促進

しまなみ海道自転車道利用促進協議会（仮称）の設置
構成 県、今治市、広島県、尾道市

サイクリングフォーラムの開催（東・中・南予各1回）、リーフレットの作成配布
（沿線に設置する看板（16か所）を活用した広告料を一部充当）

◎ 自転車新文化推進事業費（企画振興部　総合政策課） ５，４５５

自転車新文化を発信し、地域の活性化につなげるため、専門的なアドバイザーの提言・助言
を受けて、総合的・戦略的な施策を展開する。

自転車関連施策アドバイザー業務の委託
提言・助言、県の優位性の分析等

庁内検討チーム（連絡調整会議）による施策推進

松山空港国際化支援事業費（企画振興部　交通対策課） ３４，６８０

上海線の安定運航を図るために松山空港ビル(株)が航空会社に対して行う補助相当額を
助成することにより、利用者の利便性の向上を図る。

事業主体　 松山空港ビル(株)
補助対象経費 松山空港ビル(株)が中国東方航空に対して行う運航補助相当額
補助率 県10/10

（３）教育・医療・福祉の充実 １，１３６，３８８

◎ スーパーグローバルハイスクール推進事業費（教育委員会　高校教育課）
１５，５１０

高等学校において質の高いカリキュラムの開発・実践を行い、国際的に活躍できるグローバル
リーダーの育成を推進する。

対象校 松山東高等学校（26年度は1年生のみ対象）
事業期間 26～30年度
事業内容

総合的な学習の時間における課題研究
帰国・外国人講師、海外交流アドバイザー等の配置

運営指導委員会（年3回）、支援委員会（月1回）の開催
負担区分 国10/10

１８

１９

２０

２１
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◎ えひめ国体ジュニアアスリート強化事業費（教育委員会　保健体育課）
１９，７２１

東京オリンピック開催決定後、全国的にスポーツ振興の取組みが加速していることから、えひめ
国体に向けて、ジュニア選手を中心とする競技力向上対策の充実を図る。

重点強化指定校（高等学校）へのトップコーチ派遣
対象競技 県競技力向上対策本部が指定する重点強化指定19競技
実施内容 強化合宿等へのトップコーチ派遣（年2回、各3日）

国内トップ選手への強化支援金交付
対象者 日本代表選手として国内合宿等に参加する本県出身選手（13歳～22歳）
対象競技 国体実施競技（41競技）

国体での実施が検討されている競技（9競技）
強化支援金 国内合宿等 5万円（年1回）

国外遠征等 10万円（年1回）
（国民体育大会・全国障害者スポーツ大会開催基金を充当）

安心こども基金積立金（保健福祉部　子育て支援課） ６７，２１５

子育て支援対策臨時特例交付金を原資として基金を積み増し、保育所の緊急整備等の
子育て支援緊急対策事業を実施する。

基金名 愛媛県安心こども基金
積立金 子育て支援対策臨時特例交付金、基金利子
事業内容 保育サービス等の充実
設置期間 20～29年度

子育て支援緊急対策事業費（保健福祉部　子育て支援課） ６７，１３９

保育所の緊急整備や認可外保育施設の運営支援を実施することにより、子どもを安心して
育てることができる体制の整備を推進する。

対象施設 保育所　6か所、認可外保育施設　5か所　計11か所
負担区分 国（基金）2/3・5.5/10・1/2（市町1/12・1/4　事業主体1/4・1/5）
（安心こども基金を充当）

児童福祉施設等整備事業費（保健福祉部　子育て支援課） ６，２５２

市町が実施する放課後児童クラブの整備を促進し、児童等の福祉の向上を図る。
対象施設 東温市　2か所、西予市　1か所　計3か所
負担区分 国1/3　県1/3　（事業主体1/3）

○ 医療施設施設整備事業費（保健福祉部　医療対策課） ７６１，６３１

医療施設のスプリンクラーの整備を行い、患者の安全・安心を図る。
対象施設 有床診療所　30か所、病院　9か所　計39か所
補助率 国10/10

障害福祉施設耐震化等整備事業費（保健福祉部　障害福祉課） ４５，２５０

障害福祉施設のスプリンクラーの整備を行い、入所者の安全・安心を図る。
対象施設 グループホーム　9か所
補助率 国（基金）1/2　県（基金）1/4・9/40　（中核市1/40）
（社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金を充当）

２５ (62,039)

２６ (1,124,805)

２７

２２

２３ (782,136)

２４ (992,827)
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○ 介護職員処遇改善等特別対策事業費（保健福祉部　長寿介護課）
１１７，１２６

特別養護老人ホーム等の新規開設を支援することにより、介護保険制度の安定的運用
を図る。

対象施設 小規模施設　17か所、広域型施設　2か所　計19か所
補助基準単価 1床当たり618千円
補助率 国（基金）10/10
（介護職員処遇改善等臨時特例基金を充当）

地域支え合い体制づくり事業費（保健福祉部　長寿介護課） ６，７４１

自治体、住民組織、福祉サービス事業者等の協働による日常的な支え合い活動の体制づくり
を行う市町に対して補助する。

事業内容　地域の支え合い活動の立ち上げ支援、地域活動の拠点整備、人材育成
補助率 国（基金）10/10
（介護基盤緊急整備等臨時特例基金を充当）

○ 母子父子寡婦福祉資金特別会計繰出金（保健福祉部　子育て支援課）
７，５１３

母子父子寡婦福祉資金特別会計（保健福祉部　子育て支援課）
２２，２９０

父子家庭に対する福祉資金を創設し、経済的自立の支援と生活意欲の助長を図る。
負担区分 国2/3　県1/3

３１
(364,840)

(40,096)

２８
(313,819)

２９

３０
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３．公共事業の追加による県内景気の下支え ４，４１４，２４３

○ 造林費（農林水産部　森林整備課） ２０３，００６

造林間伐促進費
間伐520ha、作業道40km

負担区分　国30/100　県10/100

漁港建設費（農林水産部　漁港課） ６９，７７６

広域漁港整備事業費
深浦漁港（愛南町）防波堤　など　3か所

県営　（国50/100・80/100　他0・20/100　県50/100・30/100・20/100）
有太刀漁港（西予市）機能保全計画策定、来島漁港（今治市）測量設計

団体営　国50/100・80/100

○ 道路橋りょう新設改良費（土木部　道路建設課・道路維持課）
１，８７９，１６２

道路改築事業費 719,603千円
国道379号（砥部町）　など　5か所

（国6/10　県4/10）
橋りょう補修事業費 412,289千円

大洲野村線（大洲市）耐震補強　など　68か所
（国6/10・5/10　県4/10・5/10）

災害防除事業費 268,421千円
国道197号（八幡浜市）トンネル覆工補修　など　9か所

（国6/10・5/10　県4/10・5/10）
舗装補修事業費 478,849千円

松山港線（松山市）　など　39か所
（国6/10・5/10　県4/10・5/10）

○ 地域高規格道路大洲・八幡浜自動車道整備事業費（土木部　道路建設課）
４３１，５７８

事業箇所 国道197号大洲・八幡浜自動車道
八幡浜道路 (八幡浜市郷 ～大平）
夜昼道路 (大洲市平野～八幡浜市郷)

事業内容 八幡浜道路 ： 八幡浜IC・八幡浜東IC付近道路改良工
夜昼道路 ： 用地測量

負担区分 国5.5/10　県4.5/10

○ 河川改良費（土木部　河川課） ３０７，１８３

河川改修費
尻無川（新居浜市）護岸工　など　8か所

（国1/2　県1/2）

３４
(11,117,824)

３５
(1,915,787)

３６ (1,596,589)

３２ (807,401)

３３ (1,662,609)
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海岸保全費（土木部　港湾海岸課） １６３，０３４

海岸保全施設整備事業費
波止浜海岸（今治市）水門改修　など　8か所

（国1/2　県1/2）

砂防費（土木部　砂防課） ４１７，６０６

通常砂防事業費 218,313千円
曾根川（宇和島市）砂防堰堤工　など　7か所

（国1/2　県1/2）
地すべり対策事業費 54,556千円

西の谷地区（久万高原町）横穴排水ボーリング工
津羽井地区（八幡浜市）集水井工

（国1/2　県1/2）
急傾斜地崩壊対策事業費 144,737千円

篠谷地区（大洲市）擁壁工　など　6か所
（国45/100・40/100　他1.8/100　県53.2/100・58.2/100）

ＪＲ松山駅付近連続立体交差事業費（土木部　都市整備課） ６９８，３２０

JR松山駅付近連続立体交差事業
実施期間 21～32年度
事業内容 擁壁工、用地補償
負担区分 連立 国6/10　松山市1/8　県11/40

アクセス 国6/10　松山市0.8/10　県3.2/10

○ 街路事業費（土木部　都市整備課） ２１３，４１９

都市計画街路事業費
西町中村線（新居浜市）　など　3か所

（国6/10　他0.8/10　県3.2/10）

南予レクリエーション都市公園改修費（土木部　都市整備課） ４，６３１

1号公園　東屋改築、遊具更新
（国1/2　県1/2）

○ 国有農地環境整備費（農林水産部　農政課） ２６，５２８

県が管理する国有農地の環境整備等を行う。
西条市（河原津干拓地）

除草等環境整備
四国中央市（2か所）

崩落対策
負担区分 国10/10

４０ (1,139,475)

４１ (70,728)

４２

３７ (1,191,036)

３８ (4,930,133)

３９ (5,124,272)
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